
○厚生労働省訓第５号

（部内一般）

厚生労働省所管債権管理事務取扱規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

令和７年３月２６日

厚生労働大臣 福岡 資麿

厚生労働省所管債権管理事務取扱規程の一部を改正する訓令

（改正内容は別添のとおり。）

附 則

１ この訓令は、令和７年４月１日から施行する。

２ この訓令による改正後の厚生労働省所管債権管理事務取扱規程（平成１３年厚生労働

省訓第２８号）の規定にかかわらず、国立感染症研究所の移管に伴い廃止される歳入徴

収官等の所掌に係る債権については、残務が終了するまでの間、当該債権の管理に関す

る事務を厚生労働大臣が別に定める残務を引き継ぐべき歳入徴収官等に委任し、又は代

理させるものとする。
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厚生労働省所管債権管理事務取扱規程の一部を改正する訓令 新旧対照条文

○ 厚生労働省所管債権管理事務取扱規程（平成13年厚生労働省訓第28号）（抄）

（傍線部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（債権現在額通知書の提出期限等） （債権現在額通知書の提出期限等）

第１５条 （略） 第１５条 （略）

２ （略） ２ （略）

３ 主任歳入徴収官等が前項の規定により債権現在額通知書を債権管 ３ 主任歳入徴収官等が前項の規定により債権現在額通知書を債権管

理総括機関に送付するときは、一般会計及び東日本大震災復興特別 理総括機関に送付するときは、一般会計及び東日本大震災復興特別

会計にあっては大臣官房会計課長、労働保険特別会計（雇用勘定を 会計にあっては大臣官房会計課長、労働保険特別会計（雇用勘定を

除く。）にあっては労働基準局長、労働保険特別会計の雇用勘定に 除く。）にあっては労働基準局長、労働保険特別会計雇用勘定にあ

あっては職業安定局長、年金特別会計の健康勘定（健康保険法（大 っては職業安定局長、年金特別会計の健康勘定（健康保険法（大正

正１１年法律第７０号）第５条第２項及び同法第１２３条第２項の １１年法律第７０号）第５条第２項及び同法第１２３条第２項の規

規定により厚生労働大臣が行う保険料の徴収及び日雇拠出金の徴収 定により厚生労働大臣が行う保険料の徴収及び日雇拠出金の徴収並

並びにこれらに付帯する業務及び船員保険法（昭和１４年法律第７ びにこれらに付帯する業務及び船員保険法（昭和１４年法律第７３

３号）第４条第２項の規定により厚生労働大臣が行う保険料の徴収 号）第４条第２項の規定により厚生労働大臣が行う保険料の徴収及

及びこれらに付帯する業務に係る部分を除く。）にあっては保険局 びこれらに付帯する業務に係る部分を除く。）にあっては保険局

長、年金特別会計（ただし、健康勘定にあっては健康保険法第５条 長、年金特別会計（ただし、健康勘定にあっては健康保険法第５条

第２項及び同法第１２３条第２項の規定により厚生労働大臣が行う 第２項及び同法第１２３条第２項の規定により厚生労働大臣が行う

保険料の徴収及び日雇拠出金の徴収並びにこれらに付帯する業務に 保険料の徴収及び日雇拠出金の徴収並びにこれらに付帯する業務に

係る部分及び船員保険法第４条第２項の規定により厚生労働大臣が 係る部分及び船員保険法第４条第２項の規定により厚生労働大臣が

行う保険料の徴収及びこれらに付帯する業務に限る。）にあっては 行う保険料の徴収及びこれらに付帯する業務に限る。）にあっては

年金局長を経由するものとし、主任歳入徴収官等は別に定める期限 年金局長を経由するものとし、主任歳入徴収官等は別に定める期限

までに当該経由機関に債権現在額通知書を送付するものとする。 までに当該経由機関に債権現在額通知書を送付するものとする。

４ 主任歳入徴収官等が子ども・子育て支援特別会計の育児休業等給 ４ 前項に規定する事務のうち、年金特別会計にあっては特別会計に

付勘定に係る債権現在額通知書を送付するときは、前２項の規定に 関する法律施行令（平成１９年政令第１２４号）第１２条に規定す

かかわらず、翌年度の７月１０日までに、職業安定局長に送付する る総括部局長を経由するものとする。

ものとする。
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５ 職業安定局長は、前項の規定により主任歳入徴収官等から送付さ （新設）

れた債権現在額通知書を、特別会計に関する法律施行令（平成１９

年政令第１２４号）第１２条に規定する総括部局長を経由し、内閣

府大臣官房会計課長に送付するものとする。

別表第２（第６条関係） 別表第２（第６条関係）

部局 代行機関を命ずることができる者 部局 代行機関を命ずることができる者

（略） （略） （略） （略）

（削る） （削る） 国立感染症研究所 所長

（略） （略） （略） （略）


